
証券コード　3096
平成29年６月５日

株　主　各　位
新潟県三条市西本成寺二丁目26番57号

株式会社オーシャンシステム
代表取締役社長 樋 口 　 勝 人

第39回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第39回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの
で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙
にて議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月22日（木曜日）午後５時15
分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１. 日 時 平成29年６月23日（金曜日）午前10時
（午前９時より受付開始。お土産はございません。）

２. 場 所 新潟県燕市井土巻三丁目65番地
燕三条ワシントンホテル（３階ホール）
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第39期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第39期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役９名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件
第３号議案 退任取締役及び退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件

以　上

　　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申し上げます。

　　なお、株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた
場合には、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.ocean-
system.com）に掲載させていただきます。
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(添 付 書 類)

事　 業　 報　 告

(平成28年 4 月 1 日から)平成29年 3 月31日まで

１.　企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、国内企業における収益環境の改善が
持続し、景気は穏やかな持ち直しが見られるものの、米国のトランプ政権の保
護主義的な政策運営や欧州の政治情勢など海外動向における不透明な状況は依
然として続いております。

食品業界におきましても、雇用所得環境は底堅いものの、将来的な税金や社
会保険料などの負担増加に対する生活防衛意識の高まりから個人消費の回復に
は緩慢さが見られ、業種・業態を越えた販売競争の激化や、労働需給逼迫によ
る人件費の上昇など依然として厳しい状況が続いております。

このような状況の下、当社グループは「美味しさ」と「低価格」で高い競争
力を実現するため、「安全・安心」な食材の提供はもとより、各営業拠点にお
いて販売強化とローコストオペレーションに取り組み、企業価値の向上に努め
てまいりました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は499億52百万円（前期比3.0％増）、
営業利益は９億15百万円（前期比6.5％減）、経常利益は９億92百万円（前期
比5.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は、主に弁当給食事業及び旅
館、その他事業において、現在の事業環境を踏まえ投資額の回収可能性を判断
した結果、該当する固定資産等について、減損損失１億65百万円を特別損失に
計上したことなどにより、４億87百万円（前期比9.3％減）となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。
なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しております。従

来の「惣菜製造事業」は「弁当給食事業」に含めて記載しており、以下の前期
比較については、前期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比
較しております。

　（スーパーマーケット事業）
スーパーマーケット事業につきましては、チャレンジャー燕三条店において

近隣農家が生産した青果類を販売する専用コーナー「大地のコート」を新たに
設け、他の店舗においても産地直送商品の拡大を図るなど、より新鮮で安心な
商品の提供に努めました。売上高につきましては、前期４月にオープンしたチ
ャレンジャー新発田店の集客が順調に伸びたことが大きく寄与し、また精肉と
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青果及びデイリー（日配）部門が比較的好調だったことにより既存店の売上高
は前期に比べ1.6％増加いたしました。

また、一部店舗において公共料金などの支払いができる収納代行サービスの
開始や、お買い上げ代金をお客様自らが機械で精算するセミセルフレジを当期
３店舗に導入したことなどにより、オペレーション効率の向上とお客様の利便
性の向上を図ってまいりました。

以上の結果、当連結会計年度のセグメント売上高は226億66百万円（前期比
1.7％増）、セグメント利益は５億23百万円（前期比7.2％増）となりました。

　（業務スーパー事業）
業務スーパー事業につきましては、計画通り２店舗の直営店（山形県１店舗、

秋田県１店舗）をオープンし、営業エリアの拡大を図ってまいりました。
前期に引き続き新店を中心とした飲食店舗への手配りチラシや新聞折込チラ

シ、メールマガジンによる特売品や試食会のイベント情報などを配信すること
により新規顧客の開拓と集客強化に努めてまいりました。また、業務スーパー
のオリジナル商品を中心に、社内企画として店内ＰＯＰや試食などの販促を従
業員が行い、各店舗独自の売場展開を図るといった陳列コンテストを実施した
ことにより、従業員のモチベーション向上が来店されたお客様の満足度向上に
も繋がり、既存店の売上高は前期に比べ3.3％増加いたしました。

以上の結果、当連結会計年度のセグメント売上高は143億89百万円（前期比
6.9％増）、セグメント利益は３億36百万円（前期比12.4％増）となりました。

　（弁当給食事業）
事業所向け宅配弁当につきましては、月間メニュー表において商品にインパ

クトを与えるよう改善を図るとともに、新潟県内で好評だった健康に考慮した
お弁当や麺類などのサイドメニューを関東地区においても拡充するなどお客様
のニーズに沿った商品の提供に努めました。

また、惣菜等の受託製造を行っている千葉工場につきましては、当連結会計
年度より事業所向け宅配弁当「フレッシュランチ３９」の製造及び販売を開始
し、食数を増やすとともに、惣菜の受注に関しての絞り込みやオペレーション
等を見直すことにより生産性向上と人件費等の削減に努めてまいりました。

以上の結果、当連結会計年度のセグメント売上高は73億70百万円（前期比
2.5％増）、セグメント利益は３億64百万円（前期比4.6％増）となりました。

　（食材宅配事業）
食材宅配事業につきましては、「ヨシケイ」のフランチャイザーが40周年を

迎えるにあたり、ブランディングが刷新され、それに伴うロゴや従業員制服な
ども含めて変更し、また、“20～30代の働くママ”にターゲットをおいた新メニ
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ュー「Lovyu（ラビュ）」の販売を開始しました。当社グループにおきまして
も休眠会員の掘り起こしのためのプロモーションや、新規のお客様向けに「お
値打ち感」のあるメニューによる新規キャンペーンにも取り組んでまいりまし
たが、食材セット販売数は前年に及びませんでした。経費面につきましても、
夏から秋にかけての天候不順の影響による野菜類の価格高騰の影響を受け、セ
グメント利益は前年を下回りました。

また、当社オリジナルの食品及び一般家庭消耗品などを各家庭にお届けする
「みんなのマルシェ」を立ち上げ、商品開発とオペレーションの確立に向け取
り組んでまいりました。

以上の結果、当連結会計年度のセグメント売上高は46億77百万円（前期比
1.6％減）、セグメント利益は２億29百万円（前期比28.2％減）となりました。

　（旅館、その他事業）
旅館「海風亭　寺泊　日本海」につきましては、旅行会社斡旋によるバスツ

アーの昼食利用客、折込チラシの配布やテレビコマーシャルの影響により宿泊
客は前年に比べ増加いたしましたが、施設の改修を段階的に行っているため、
経費等も増加することとなりました。また、他の外食店舗におきましても、Ｌ
ＩＮＥによるＷｅｂサイトを活用した販促活動を行いましたが、集客は前年を
割り込む結果となりました。

定食屋「米どころん」につきましては、２店舗の直営店（大阪市１店舗、千
葉県１店舗）をオープンし、営業エリアの拡大を図るとともに各店舗の立地環
境や顧客層を考慮した販売商品の改良・改廃などに努めてまいりましたが、人
手不足による求人費用の増加と従業員定着が流動的であるため人件費の削減が
課題となりました。

以上の結果、当連結会計年度のセグメント売上高は８億48百万円（前期比
9.6％増）、セグメント損失は１億67百万円（前期はセグメント損失１億16百
万円）となりました。

事業セグメント別売上高
区 分 売 上 高 前連結会計年度比

スーパーマーケット事業 22,666 百万円 101.7 ％
業 務 ス ー パ ー 事 業 14,389 百万円 106.9 ％
弁 当 給 食 事 業 7,370 百万円 102.5 ％
食 材 宅 配 事 業 4,677 百万円 98.4 ％
旅 館 、 そ の 他 事 業 848 百万円 109.6 ％
合 計 49,952 百万円 103.0 ％
（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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⑵　設備投資の状況
当連結会計年度中の設備投資の総額は４億78百万円であり、その主なものは次

のとおりであります。
業務スーパー事業 店舗の新設 （業務スーパー天童店）

（業務スーパー秋田仁井田店）
店舗の改装 （業務スーパー京ヶ瀬店）

⑶　資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。

⑷　事業の譲渡、合併等企業再編行為状況
　該当事項はありません。

⑸　対処すべき課題
　当社グループを取り巻く食品業界の経営環境は、雇用所得環境は底堅いものの、
将来的な税金や社会保険料などの負担増加に対する生活防衛意識の高まりから個
人消費の回復には緩慢さが見られ、業種・業態を超えた販売競争の激化や、労働
需給逼迫による人件費の上昇など依然として厳しい状況が続いております。
　こうした状況の下、当社グループは、以下の課題を重点として取り組んでまい
ります。
①　安全、安心な食品とサービスの提供

　当社グループの経営理念としても掲げており、最重要課題として認識してお
ります。関連法令の遵守はもとより、自主検査の実施、ＱＡ（品質保証）担当
者による定期巡回、品質管理部門の組織充実と機能強化を行い、一層の品質管
理、食品衛生管理の強化に取り組んでまいります。

②　事業基盤の強化
　スーパーマーケット事業につきましては、引き続き低価格戦略を推進すると
ともに売場環境及び商品構成の見直しを行い、より魅力ある店づくりに取り組
んでまいります。
　業務スーパー事業につきましては、直営店ならびにサブＦＣ店による出店な
ど、戦略的な営業展開を進めてまいります。

③　人材の確保と育成
　厳格な管理体制及び積極的な営業活動を行うために優秀な人材の確保が急務
となっております。当社グループといたしましては、中途採用ならびに新卒採
用の両面に注力し、育成とフォローアップ体制の整備を充実させることにより
人材のスキルアップと組織の活性化を図ってまいります。
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④　コーポレートガバナンス
　持続的成長をかなえるための企業体質の確立に向けて、透明で公正な経営体
制の構築と迅速な意思決定への取り組みを通じて、業容の拡大に応じたコーポ
レートガバナンスの更なる充実に努めてまいります。

　このように、当社グループは、商品力を高め、安定した収益力の確保と企業競
争力及び財務体質の強化を図り、お客様からの支持を得られる企業となるように
取り組んでいく所存でございます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますよう
お願い申し上げます。

⑹　財産及び損益の状況の推移
①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第36期
平成26年３月期

第37期
平成27年３月期

第38期
平成28年３月期

第39期
(当連結会計年度)
平成29年３月期

売 上 高(百万円) 44,414 45,172 48,475 49,952

経 常 利 益(百万円) 887 858 1,047 992
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益(百万円) 340 127 537 487

１株当たり当期純利益(円) 34.55 12.94 54.58 49.50

総 資 産(百万円) 15,430 15,100 14,518 14,444

純 資 産(百万円) 5,201 5,346 5,711 6,176
②　当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 第36期
平成26年３月期

第37期
平成27年３月期

第38期
平成28年３月期

第39期
(当事業年度)

平成29年３月期
売 上 高(百万円) 43,854 44,590 47,926 49,383

経 常 利 益(百万円) 845 801 998 951

当 期 純 利 益(百万円) 316 94 505 457

１株当たり当期純利益(円) 32.13 9.56 51.38 46.48

総 資 産(百万円) 14,902 14,489 13,928 13,701

純 資 産(百万円) 4,757 4,842 5,211 5,637
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⑺　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

㈱サンキューオールジャパン 20百万円 100％ 「フレッシュランチ３９」のＦＣ展開

㈱ フ ー デ ィ ー 10百万円 100％ 「フレッシュランチ３９」ブランドに
よる企業宅配弁当の製造及び販売

⑻　主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
事業セグメント 事 業 内 容

スーパーマーケット事業 食品スーパー「チャレンジャー」による店舗展開

業 務 ス ー パ ー 事 業 「業務スーパー」の店舗展開及びフランチャイズエリア内におけるサブ
ＦＣの指導・管理

弁 当 給 食 事 業

「フレッシュランチ３９」等ブランドによる企業宅配弁当の製造及び販
売
「こしひかり弁当」ブランドによる弁当の製造及び店頭販売ならびに卸
売販売
惣菜等の受託製造
オフィス・工場など企業内食堂の運営受託
「フレッシュランチ３９」のＦＣ展開

食 材 宅 配 事 業 「ヨシケイ」ブランドによる夕食材料セット等の宅配

旅 館 、 そ の 他 事 業

旅館「海風亭　寺泊　日本海」の運営
居酒屋「廻船問屋　日本海」の運営
「いくとぴあ食花」施設内の「キラキラレストラン」の運営
「アグリパーク」施設内の「農家れすとらん　米どころん」の運営
新潟県庁舎内の「新潟県庁舎一般食堂」の運営
定食屋「米どころん」の運営及びＦＣ展開
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⑼　主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）
　①　当社の主要な営業所及び工場

本 社 新潟県三条市
スーパーマーケット事業・店舗 新潟県（10店舗）

業 務 ス ー パ ー 事 業 ・ 店 舗

新潟県（ 7 店舗）・秋田県（ 3 店舗）
宮城県（ 8 店舗）・山形県（ 9 店舗）
福島県（ 3 店舗）・長野県（ 1 店舗）
群馬県（ 7 店舗）・茨城県（ 2 店舗）
富山県（ 3 店舗）

弁 当 給 食 事 業 ・ 工 場
新潟県（ 4 工場）・北海道（ 1 工場）
群馬県（ 1 工場）・茨城県（ 1 工場）
千葉県（ 1 工場）

弁 当 給 食 事 業 ・ 営 業 所 新潟県（ 3 営業所）・群馬県（ 2 営業所）
埼玉県（ 3 営業所）

弁 当 給 食 事 業 ・ 販 売 所 東京都（ 2 店舗）

食 材 宅 配 事 業 ・ 営 業 所 新潟県（12営業所）・北海道（ 2 営業所）
群馬県（ 3 営業所）

旅 館 、 そ の 他 事 業 ・ 店 舗 新潟県（ 5 店舗）・東京都（ 3 店舗）
大阪府（ 1 店舗）・千葉県（ 1 店舗）

　②　子会社
㈱ サ ン キ ュ ー オ ー ル ジ ャ パ ン 本社：新潟市東区
㈱ フ ー デ ィ ー 本社：山形県米沢市
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⑽　使用人の状況（平成29年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減
スーパーマーケット事業 184名 9名増
業 務 ス ー パ ー 事 業 82名 12名増
弁 当 給 食 事 業 219名 7名増
食 材 宅 配 事 業 251名 4名増
旅 館 、 そ の 他 事 業 37名 10名増
全 社 （ 共 通 ） 37名 4名減
合 計 810名 38名増
（注）１．使用人数には、嘱託・契約社員・パート・アルバイトは含まれておりません。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業部門に区分できない管理部
門に所属しているものであります。

３．使用人数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から
当社グループへの出向者を含む人数であります。

４．当連結会計年度より事業部門の変更をしており、前連結会計年度末比増減は、変更後の
事業部門に組み替えて計算しております。

②　当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
791名 37名増 39.9歳 8.4年

（注）１．使用人数には、嘱託・契約社員・パート・アルバイトは含まれておりません。
　　　２．使用人数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む人数であ

ります。

⑾　主要な借入先（平成29年３月31日現在）
借　入　先 借　入　額

㈱北越銀行 318 百万円

㈱第四銀行 204
㈱三井住友銀行 140

⑿　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２.　会社の株式に関する事項(平成29年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 35,740,000株

⑵　発行済株式の総数 10,833,000株（自己株式989,121株を含む）

⑶　株主数 10,682名

⑷　大株主（上位10名）
株　　　主　　　名 持　株　数 持 株 比 率

㈱ひぐち 2,711,000
株

27.54
％

樋口勤 1,263,000 12.83
樋口洋平 797,000 8.10
㈱第四銀行 320,000 3.25
㈱北越銀行 301,000 3.06
オーシャンシステム従業員持株会 216,900 2.20
樋口智明 68,700 0.70
鈴木美花 58,800 0.60
㈱ＨＫＹ 51,900 0.53
新潟酒販㈱ 50,000 0.51
（注）１．当社は自己株式を989,121株保有しておりますが、上記大株主から除外しております。
　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３.　会社の新株予約権等に関する事項
⑴　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

　　（平成29年３月31日現在）
　　該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況
　　該当事項はありません。
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４.　会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役会長 樋 口 　 勤 ㈱サンキューオールジャパン代表取締役社長
代表取締役社長 樋 口 勝 人

専務取締役 中 嶋 庄 司 執行役員宅配事業部長
㈱フーディー取締役

常務取締役 古川原　英　彦 社長室長
常務取締役 宮 嶋 大 造 執行役員フードサービス事業部長
取締役 小 野 純 平 執行役員業務スーパー事業部長
取締役 杉 田 仁 史 ㈱サンキューオールジャパン取締役

取締役 齋 藤 吉 弘
あおば社労士事務所所長
㈱キッチンプランニング監査役
㈱あおば中央人事労務代表取締役
医療社団法人成美会監事

常勤監査役 桜 井 英 紀 ㈱フーディー監査役
㈱サンキューオールジャパン監査役

監査役 捧 　 俊 雄 捧公認会計士事務所代表
㈱あさひ会計社代表取締役

監査役 逸 見 和 宏
逸見和宏税理士事務所所長
逸見和宏公認会計士事務所所長
国立大学法人新潟大学非常勤監事

（注）１．取締役齋藤吉弘氏は、社外取締役であります。
２．取締役齋藤吉弘氏は、社会保険労務士の資格を有しており、社会保険及び労務に関する

相当程度の知見を有しております。
３．監査役捧俊雄氏及び逸見和宏氏は、社外監査役であります。
４．監査役捧俊雄氏及び逸見和宏氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。
５．当社は取締役齋藤吉弘氏及び監査役捧俊雄氏ならびに逸見和宏氏を東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
６．当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度

額としております。
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⑵　取締役及び監査役の報酬等の額
　　当事業年度に係る報酬等の総額

区　　分 支給人員 支給額
取 　 締 　 役 ８名 215,700千円

（うち社外取締役） （１名） （1,300千円）
監 　 査 　 役 ３名 14,890千円

（うち社外監査役） （２名） （2,600千円）
合 　 　 計 11名 230,590千円

（うち社外役員） （３名） （3,900千円）
（注）１．取締役の報酬限度額は、平成18年６月16日開催の第28回定時株主総会において、年額

360,000千円以内と決議いただいております。
２．監査役の報酬限度額は、平成18年６月16日開催の第28回定時株主総会において、年額

60,000千円以内と決議いただいております。
３．上記の支給額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額41,500千円（取締役８名に対し
40,200千円(うち社外取締役１名に対し100千円）、監査役３名に対し1,300千円(う
ち社外監査役２名に対し200千円））

⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等の業務執行者として重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等

との関係
地　位 氏　名 兼職する法人等 兼職の内容

取締役 齋 藤 吉 弘

あおば社労士事務所 所長
㈱キッチンプランニング 監査役
㈱あおば中央人事労務 代表取締役
医療社団法人成美会 監事

監査役 捧 　 俊 雄 捧公認会計士事務所 代表
㈱あさひ会計社 代表取締役

監査役 逸 見 和 宏
逸見和宏税理士事務所 所長
逸見和宏公認会計士事務所 所長
国立大学法人新潟大学 非常勤監事

（注）１．当社とあおば社労士事務所、㈱キッチンプランニング、㈱あおば中央人事労務及び医療
社団法人成美会との間に特別な取引関係はありません。

２．当社と捧公認会計士事務所及び㈱あさひ会計社との間に特別な取引関係はありません。
３．当社と逸見和宏税理士事務所、逸見和宏公認会計士事務所及び国立大学法人新潟大学と

の間に特別な取引関係はありません。
②　他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法人

等との関係
　　該当事項はありません。
③　当社または当社の特定関係事業者の業務執行者との親族関係

　該当事項はありません。
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④　当事業年度における主な活動状況
地　　位 氏　　名 主な活動状況

取締役 齋 藤 吉 弘
当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に
出席いたしました。主に社会保険労務士としての専門
的見地から、取締役会において、当社の経営上有用な
指摘、意見を述べております。

監査役 捧 　 俊 雄

当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に
出席し、監査役会13回のうち13回に出席いたしまし
た。主に公認会計士としての専門的見地から、取締役
会において、当社の経営上有用な指摘、意見を述べ、
監査役会において自らの職務の執行について随時報告
を行っております。

監査役 逸 見 和 宏

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に
出席し、監査役会13回のうち13回に出席いたしまし
た。主に公認会計士としての専門的見地から、取締役
会において、当社の経営上有用な指摘、意見を述べ、
監査役会において自らの職務の執行について随時報告
を行っております。

５.　会計監査人の状況
⑴　名称

新日本有限責任監査法人

⑵　報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 29,000千円
当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 29,000千円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの
算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報
酬等の額について同意の判断をいたしました。

－ 13 －



⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると
判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議
案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、
会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

⑷　会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に関する事項
金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分等の内容の概要
①　処分対象　新日本有限責任監査法人
②　処分内容　平成28年１月１日から平成28年３月31日までの３か月間の
　　　　　　　契約の新規の締結に関する業務の停止
③　処分理由　・社員の過失による虚偽証明
　　　　　　　・監査法人の運営が著しく不当

６.　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のと
おりであります。

　①　取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
　当社は代表取締役社長が法令の遵守と透明度の高い経営を目指すことを内容
とする「社訓・経営理念」について、取締役及び使用人に繰り返しその精神を
伝えることによりコンプライアンスを徹底する。
　代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を組成し、全社
的なコンプライアンスの取り組みを横断的に統括し、取締役及び使用人に対し
「コンプライアンスマニュアル」に基づいた教育ならびに管理を実施する。こ
れらの活動は定期的に取締役会及び監査役会に報告する。
　内部監査室を設置し、当該組織は会社の業務実施状況を把握のうえ、すべて
の業務が法令、定款、社内規程等に準拠し適正・妥当かつ合理的に行われてい
るか、また、会社の制度、組織、諸規程等が適正・妥当であるかを調査・検証
するとともに、代表取締役社長にその結果を定期的及び必要に応じて報告する。
　法令、規程に反した行為等について取締役及び使用人が直接情報提供を行う
ホットラインを設置運営するとともに、情報提供に対しては「コンプライアン
ス委員会規程」に沿った対応をとるものとする。
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　社会の秩序や当社グループ及びその取締役・使用人に脅威を与える反社会的
勢力に対しては、「反社会的勢力に対する対応マニュアル」に基づき、毅然と
した姿勢で組織的に対応する。

　②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報については、「文書取扱規程」等に基づき文書
等に記録し、保存及び管理する。取締役及び監査役は、同規程等により、これ
らの文書等を必要に応じて閲覧できるものとする。

　③　損失の危険に対する管理に関する規程その他の体制
　当社は、「リスク管理規程」により、リスクの予防及びリスクの発生に備え
た事前準備や処理体制の確立を行う。
　なお、大規模な事故、災害、不祥事等が発生した場合には、代表取締役社長
を委員長とする対策本部を設置し危機対応の体制をとり、迅速に行動し、損害
及びその拡大を防止する。

　④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会を月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、
迅速かつ適切な意思決定を図り、重要な業務執行課題については、事前に取締
役及び事業部長等で構成する経営会議で十分な審議を行ったうえで取締役会に
付議するものとする。

　⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務執行の適正性、損失の危険に
対する管理、業務執行の効率性、業務執行の法令及び定款に対する適合性の監
査体制
　「関係会社管理規程」に基づき、適正な業務執行かつ効率的で円滑な業務運
営を遂行し企業集団全体の安定成長を図るため、当社を中心とした企業集団全
体の業務執行に関する管理体制を明確にする。
　「関係会社管理規程」及び「内部監査規程」に基づき、当社の内部監査室に
よる関係会社の内部監査を実施し、子会社から独立した立場で業務執行の適正
性、損失の危険に対する管理、業務執行の効率性、業務執行の法令及び定款に
対する適合性について監査を行うことにより業務の適正を確保する。

　⑥　監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使
用人に対する実効性の確保に関する事項
　監査役がその職務の執行に関して補助する使用人を置くことを求めた場合、
取締役会は監査役と協議の上、使用人を置くものとする。監査役の補助をする
期間中は、当該使用人への指揮権は監査役に委譲されるものとし、人事異動及
び人事評価に関しては、監査役会の同意を得なければならない。
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　⑦　当社及び子会社取締役及び会計参与ならびに使用人、監査役、執行役、会社
法第598条第1項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者またはこ
れらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制
　取締役及び使用人等は、当社及び子会社に対して損失の危機がある事項及び
不正行為や法令・定款に対する違反行為を認識した場合、また、取締役会に付
議すべき重要な事項が生じた場合には、監査役に対して速やかに報告しなけれ
ばならない。また、監査役から報告の求めがあった場合には、取締役及び使用
人等は、その報告を行う義務を負う。報告を行った者は、報告をしたことを理
由として不利な取扱いを受けない。
　監査役は、取締役会、経営会議、その他重要と認められる会議等に出席し、
業務執行過程における意思決定プロセスや業務の執行状況を把握するとともに、
稟議書類等業務執行に係る文書を閲覧し、取締役及び使用人等に対して説明を
求めることができる。
　監査役の職務執行により生じる費用の前払または償還の手続、その他の職務
の執行により生じる費用または債務の負担については、会社に請求することが
できる。

　⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　代表取締役は、「監査役会規程」に基づき、監査役会と定期的に会合を開催
し、会社が対応すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題
等について意見交換し、監査役監査の実効性を高める。
　監査役は、「監査役監査規程」に基づき、会計監査人及び内部監査室と連携
し、十分な調整の上で、年度計画、個別計画等の監査計画を策定し、監査役監
査の実効性を確保する。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであ
ります。

　①　原則として月１回の取締役会を開催するほか、事前に取締役及び事業部長等
で構成する経営会議で十分な審議、業務執行の状況等の監督を行い、意思決定
及び監督の実効性は確保されております。

　②　社外監査役を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査
を実施するとともに、取締役会への出席及び代表取締役、会計監査人ならびに
内部監査部門との間で定期的な情報交換等を行う事で、取締役の職務執行の監
査、内部統制の整備ならびに運用状況を確認しております。

　③　内部監査部門は、内部統制に関する基本計画に基づき当社グループ全体の財
務報告の信頼性と適正性を確保するため内部統制評価を実施し、経営会議及び
取締役会に報告しております。
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元の充実を経営上の重要課題の１つとして認識し
ております。配当原資確保のために財務体質の強化や収益力をアップして、継続
的かつ安定的な配当を実施していくことを基本方針としております。また、剰余
金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。
　なお、当社は会社法第459条第１項第４号の規定に基づき、取締役会の決議を
もって剰余金の配当等を行うことができる旨を定めており、中間配当及び期末配
当の決定機関はいずれも取締役会であります。
　当期の期末配当金につきましては１株につき６円とさせていただきます。すで
に、平成28年12月２日に実施済みの中間配当金１株当たり６円とあわせまして、
年間配当金は１株当たり12円となります。
　また、内部留保資金につきましては、今後の事業展開への備えと成長性、収益
性の高い分野への設備投資などに投入していくこととしております。
　また、自己株式の処分・活用につきましては、当社グループ成長発展のための
より良い資本政策を検討し、時宜にかなった決定をしてまいります。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）
資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額
流　動　資　産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
原 材 料
貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
借 地 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
敷 金
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

4,392,799
1,369,655

971,533
1,398,784

108,466
24,421

118,266
404,032
△2,360

10,051,902
7,508,187
3,927,703

133,166
2,977,760

291,521
178,034
263,025

5,652
182,090
75,283

2,280,688
502,388
410,966
114,233
524,245
677,775
68,587

△17,507

流　動　負　債 6,186,945
買 掛 金 2,775,424
短 期 借 入 金 586,727
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 800,000
リ ー ス 債 務 129,163
未 払 金 660,172
未 払 費 用 509,262
未 払 法 人 税 等 262,694
未 払 消 費 税 等 133,369
賞 与 引 当 金 218,989
そ の 他 111,141

固　定　負　債 2,081,619
長 期 借 入 金 430,174
リ ー ス 債 務 186,430
退 職 給 付 に 係 る 負 債 16,616
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 440,800
資 産 除 去 債 務 548,660
長 期 預 り 保 証 金 431,413
そ の 他 27,524
負 債 合 計 8,268,564

純　 資　 産 　の 　部
株　主　資　本 6,045,402

資 本 金 801,710
資 本 剰 余 金 366,781
利 益 剰 余 金 5,628,563
自 己 株 式 △751,653

その他の包括利益累計額 130,735
その他有価証券評価差額金 117,204
退職給付に係る調整累計額 13,530
純 資 産 合 計 6,176,137

資 産 合 計 14,444,702 負 債 純 資 産 合 計 14,444,702
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連結損益計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

売 上 高 49,952,050
売 上 原 価 37,462,635

売 上 総 利 益 12,489,415
販売費及び一般管理費 11,573,707

営 業 利 益 915,708
営 業 外 収 益

受 取 利 息 55
受 取 配 当 金 9,917
受 取 家 賃 18,433
原 子 力 立 地 給 付 金 11,520
そ の 他 68,635 108,560

営 業 外 費 用
支 払 利 息 20,897
そ の 他 10,515 31,413
経 常 利 益 992,856

特 別 利 益
受 取 保 険 金 21,424 21,424

特 別 損 失
災 害 に よ る 損 失 15,604
減 損 損 失 165,976
そ の 他 4,598 186,179
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 828,100
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 395,562
法 人 税 等 調 整 額 △54,686 340,876
当 期 純 利 益 487,224
非支配株主に帰属する当期純利益 －
親会社株主に帰属する当期純利益 487,224
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株　　　　主　　　　資　　　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 801,710 366,781 5,264,387 △751,653 5,681,226

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △123,048 － △123,048
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 487,224 － 487,224
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 364,175 － 364,175

当 期 末 残 高 801,710 366,781 5,628,563 △751,653 6,045,402

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計

当 期 首 残 高 25,373 5,009 30,383 5,711,609

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － － △123,048
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － － 487,224
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 91,831 8,521 100,352 100,352

当 期 変 動 額 合 計 91,831 8,521 100,352 464,528

当 期 末 残 高 117,204 13,530 130,735 6,176,137
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連結注記表

１.　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　２社
連結子会社の名称　　　　㈱サンキューオールジャパン

㈱フーディー

⑵　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの　　　移動平均法による原価法
ロ．たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており
ます。
商品及び原材料

スーパーマーケット
事業・業務スーパー
事業
弁当給食事業

食材宅配事業・旅館、
その他事業

貯蔵品

売価還元法による原価法
（ただし、生鮮食品は最終仕入原価法、物流セン
ター等の在庫品は移動平均法による原価法）
最終仕入原価法
（ただし、物流センター等の在庫品は移動平均法
による原価法）
最終仕入原価法

最終仕入原価法
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 定率法
（リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）ならびに平成28年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法によっております。また、事業用定期
借地契約による借地上の建物及び構築物について
は、残存価額を零とした借地契約期間を耐用年数
とする定額法によっております。
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なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　 2 ～50年

ロ．無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

ハ．リース資産　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ
ース資産
リース期間を耐用年数とする定額法によっており
ます。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、
支給見込額のうち当連結会計年度対応額を計上し
ております。

ハ．役員退職慰労引当金　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基
づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま
す。

④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
ロ．消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
ハ．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。
ニ．退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年
度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額
を計上しております。
なお、当連結会計年度末における年金資産見込額が退職給付債務見込額
を上回るため、114,233千円を投資その他の資産の退職給付に係る資産
に計上しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
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未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部に
おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上して
おります。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度
までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。

２.　会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適
用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す
る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度
に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償
却方法を定率法から定額法に変更しております。

この変更による連結計算書類に与える影響は軽微であります。

（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 
平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

３.　連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保付債務

担保に供している資産
定期預金 10,118千円
建物 244,747千円
土地 824,200千円

計 1,079,066千円
上記に対する債務

短期借入金 318,727千円
長期借入金 270,174千円

計 588,901千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 6,790,158千円
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４.　連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式に関する事項
　　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 10,833,000株

⑵　自己株式に関する事項
　　当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 989,121株

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

決議 株式の
種　類

配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成28年 5 月13日
取 締 役 会

普通
株式 63,985 6.5 平成28年 3 月31日 平成28年 6 月27日

平成28年11月14日
取 締 役 会

普通
株式 59,063 6.0 平成28年 9 月30日 平成28年12月 2 日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの

決議 株式の
種　類

配当の
原　資

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成29年 5 月12日
取 締 役 会

普通
株式

利益
剰余金 59,063 6.0 平成29年 3 月31日 平成29年 6 月26日

⑷　新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。

５． 金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機
関からの借入及び社債発行により資金を調達しております。

売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って
おります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半
期ごとに時価の把握を行っております。

借入金及び社債の使途は主として設備投資資金であり、借入金の金利変動リス
クに対して、主に固定金利を選択することにより支払利息の固定化を実施してお
ります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計

上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額（＊） 時価（＊） 差額

　①　現金及び預金 1,369,655 1,369,655 ―

　②　売掛金 971,533 971,533 ―

　③　投資有価証券 487,254 487,254 ―

　④　差入保証金 527,951 518,995 △8,955
　⑤　買掛金 (2,775,424) (2,775,424) ―

　⑥　１年内償還予定の社債 (800,000) (800,621) 621

　⑦　長期借入金(１年内返済予定
　　のものを含む) (1,016,901) (1,015,825) △1,075

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

①　現金及び預金、ならびに②　売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。
③　投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
④　差入保証金

差入保証金の時価については、その種別ごとに分類し、償還予定期間に応じ
て将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の利率で割り引いた現在価値によ
り算定しております。

⑤　買掛金
買掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。
⑥　１年内償還予定の社債

社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想
定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑦　長期借入金（１年内返済予定のものを含む）
長期借入金のうち、固定金利によるものの時価については、元利金の合計額

を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により
算定しております。
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また、変動金利によるものの時価については、帳簿価額と近似していると考
えられるため、当該帳簿価額によっております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額15,134千円）は、市場価格がなく、か
つ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるため、「③　投資有価証券」には含めてお
りません。

（注３）差入保証金のうち、連結貸借対照表計上額149,824千円は、償還期間及び
将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるため、「④　差入保証金」には含めておりま
せん。

６.　１株当たり情報に関する注記
１株当たりの純資産額 627円41銭
１株当たりの当期純利益 49円50銭

７.　減損損失に関する注記
場所 用途 種類

弁当給食事業
　新潟市東区 工場 土地、建物及び機械装置他
　札幌市白石区 工場 リース資産及び機械装置他
　新潟県長岡市 遊休不動産 土地
旅館、その他事業
　東京都中央区 店舗 建物及びリース契約物件他
　東京都品川区 店舗 建物及びリース契約物件他
　東京都千代田区 店舗 建物及びリース契約物件他
　新潟市南区 店舗 建物及びリース契約物件他

当社グループは、原則として、各事業毎の支社及び店舗等を基本単位として
グルーピングを行っておりますが、賃貸用不動産及び遊休資産については物件
単位によってグルーピングを行っております。当連結会計年度において、収益
性が著しく低下した資産グループについて、固定資産の帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減損損失（165,976千円）として特別損失に計上
いたしました。その内訳は、建物及び構築物91,802千円、土地37,190千円、リ
ース資産12,576千円、機械装置及び運搬具10,235千円及びその他14,171千円
であります。
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なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額(不動産については不動産鑑定
評価基準に基づく鑑定評価額等から処分費用見込額を控除した額、不動産以外
のものについては取引事例等より算定した価額)と使用価値のいずれか高い金
額を採用しております。

８.　資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち、連結貸借対照表に計上しているもの
⑴　当該資産除去債務の概要

店舗等における賃貸借契約終了後の原状回復に伴う費用であります。

⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から主に20～34年と見積もり、割引率は0.1～2.3％を使

用して資産除去債務の金額を計算しております。

⑶　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 525,343千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 12,796千円
時の経過による調整額 10,519千円
期末残高 548,660千円

９.　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）
資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額
流　動　資　産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
原 材 料
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 収 益
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
１年内回収予定の関係会社長期貸付金
預 け 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
の れ ん
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
無 形 固 定 資 産 仮 勘 定
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
前 払 年 金 費 用
敷 金
差 入 保 証 金
長 期 未 収 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

3,873,204
936,031
914,758

1,380,591
106,614
24,375

141,240
4

113,612
88,360
3,999

161,927
3,688

△2,000
9,828,077
7,248,682
3,570,858

215,852
128,140

282
175,790

2,875,601
282,156
245,555

5,652
182,090
38,493
16,324
2,392

602
2,333,840

502,388
90,005
4,709
2,666

10,888
42,132

393,702
94,779

524,245
678,762

400
19

△10,859

流　動　負　債 6,100,991
買 掛 金 2,736,258
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 800,000
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 586,727
リ ー ス 債 務 126,692
未 払 金 640,762
未 払 費 用 499,298
未 払 法 人 税 等 258,301
未 払 消 費 税 等 126,992
前 受 金 27,631
預 り 金 68,347
賞 与 引 当 金 216,027
リ ー ス 資 産 減 損 勘 定 13,951

固　定　負　債 1,962,752
長 期 借 入 金 430,174
リ ー ス 債 務 179,410
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 401,600
資 産 除 去 債 務 548,660
長 期 預 り 保 証 金 375,807
リ ー ス 資 産 減 損 勘 定 27,099
負 債 合 計 8,063,743

純　 資　 産 　の 　部
株　主　資　本 5,520,332

資 本 金 801,710
資 本 剰 余 金 366,781

資 本 準 備 金 354,553
そ の 他 資 本 剰 余 金 12,228

利 益 剰 余 金 5,103,494
利 益 準 備 金 98,952
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,004,541

固定資産圧縮積立金 4,920
別 途 積 立 金 2,903,000
繰 越 利 益 剰 余 金 2,096,620

自 己 株 式 △751,653
評価・換算差額等 117,204

その他有価証券評価差額金 117,204
純 資 産 合 計 5,637,537

資 産 合 計 13,701,281 負 債 純 資 産 合 計 13,701,281
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損　益　計　算　書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

売 上 高 49,383,531
売 上 原 価 37,131,159

売 上 総 利 益 12,252,371
販売費及び一般管理費 11,391,939

営 業 利 益 860,432
営 業 外 収 益

受 取 利 息 147
受 取 配 当 金 13,917
受 取 協 賛 金 7,121
受 取 家 賃 18,467
業 務 受 託 手 数 料 12,000
原 子 力 立 地 給 付 金 11,520
雑 収 入 60,577 123,751

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,113
社 債 利 息 3,600
雑 損 失 10,489 32,203
経 常 利 益 951,980

特 別 利 益
受 取 保 険 金 21,424 21,424

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 1,077
賃 貸 借 契 約 解 約 損 2,721
減 損 損 失 165,976
災 害 に よ る 損 失 15,604 185,379
税 引 前 当 期 純 利 益 788,025
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 381,859
法 人 税 等 調 整 額 △51,346 330,513
当 期 純 利 益 457,512
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株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株　　　主　　　資　　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
固定資産

圧縮積立金 別途積立金

当 期 首 残 高 801,710 354,553 12,228 366,781 98,952 5,050 2,903,000
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － －
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 － － － － － △129 －

当 期 純 利 益 － － － － － － －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額) － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △129 －
当 期 末 残 高 801,710 354,553 12,228 366,781 98,952 4,920 2,903,000

株　　　主　　　資　　　本 評価・換算
差額等

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 1,762,027 4,769,030 △751,653 5,185,868 25,373 5,211,242
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △123,048 △123,048 － △123,048 － △123,048
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 129 － － － － －

当 期 純 利 益 457,512 457,512 － 457,512 － 457,512
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額) － － － － 91,831 91,831

当 期 変 動 額 合 計 334,593 334,463 － 334,463 91,831 426,294
当 期 末 残 高 2,096,620 5,103,494 △751,653 5,520,332 117,204 5,637,537
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個別注記表

１.　重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
子会社株式及び関連会社　移動平均法による原価法
株式
その他有価証券

時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法
②　たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま
す。
商品及び原材料

スーパーマーケット
事業・業務スーパー
事業
弁当給食事業

食材宅配事業・旅館、
その他事業

貯蔵品

売価還元法による原価法
（ただし、生鮮食品は最終仕入原価法、物流セン
ター等の在庫品は移動平均法による原価法）
最終仕入原価法
（ただし、物流センター等の在庫品は移動平均法
による原価法）
最終仕入原価法

最終仕入原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備は除く）ならびに平成28年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法によっております。また、事業用定期
借地契約による借地上の建物及び構築物について
は、残存価額を零とした借地契約期間を耐用年数
とする定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　 2 ～50年
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②　無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

③　リース資産　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ
ース資産
リース期間を耐用年数とする定額法によっており
ます。

④　長期前払費用　　　　　　定額法

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、
支給見込額のうち当事業年度対応額を計上してお
ります。

③　退職給付引当金　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末
日における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
なお、当事業年度末における年金資産見込額が退
職給付債務見込額を上回るため、94,779千円を投
資その他の資産の前払年金費用に計上しておりま
す。
また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（５年）による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
す。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見
込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

④　役員退職慰労引当金　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上しております。
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⑷　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、
連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２.　会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適

用）
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用
し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法
を定率法から定額法に変更しております。

この変更による計算書類に与える影響は軽微であります。

（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 

平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

３.　貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保付債務

担保に供している資産
定期預金 10,118千円
建物 244,747千円
土地 824,200千円

計 1,079,066千円
上記に対する債務

１年内返済予定の長期借入金 318,727千円
長期借入金 270,174千円

計 588,901千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 6,408,784千円
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⑶　関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 10,239千円
長期金銭債権 3,666千円
短期金銭債務 19,780千円

４.　損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 59,384千円
仕入高 206,316千円
営業取引以外の取引高 18,684千円

５.　株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 989,121株

６.　税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
　流動資産

未払事業税 18,880千円
賞与引当金 66,298千円
賞与引当金対応分社会保険料 8,522千円
その他 19,910千円

小計 113,612千円

　固定資産
減価償却費 134,759千円
減損損失 289,653千円
役員退職慰労引当金 122,287千円
その他 1,508千円

小計 548,209千円
評価性引当額 △71,633千円
繰延税金資産合計 590,188千円
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（繰延税金負債）
流動負債 －千円

　固定負債
退職給付に係る資産 △28,860千円
その他有価証券評価差額金 △51,314千円
固定資産圧縮積立金 △2,699千円

小計 △82,873千円
繰延税金負債合計 △82,873千円

繰延税金資産の純額 507,314千円

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があ
るときの、当該差異の原因となった主要な項目別内訳

法定実効税率 30.7％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9％
住民税均等割 7.1％
留保金課税 4.5％
評価性引当額の増減 1.2％
所得拡大税制等の税額控除 △3.1％
その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.9％

７.　関連当事者との取引に関する注記
(単位：千円)

種類 会社等の名称 議決権等の所有者
（被所有）割合（％）

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱サンキューオールジャパン 直接100％ 役員の兼任 業務受託
手数料収入 12,000 － －

　取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）業務受託手数料収入については、業務の内容を勘案し、手数料を毎期決定

しております。

８.　１株当たり情報に関する注記
１株当たりの純資産額 572円69銭
１株当たりの当期純利益 46円48銭
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９.　減損損失に関する注記
場所 用途 種類

弁当給食事業
　新潟市東区 工場 土地、建物、機械及び装置他
　札幌市白石区 工場 リース資産、機械及び装置他
　新潟県長岡市 遊休不動産 土地
旅館、その他事業
　東京都中央区 店舗 建物及びリース契約物件他
　東京都品川区 店舗 建物及びリース契約物件他
　東京都千代田区 店舗 建物及びリース契約物件他
　新潟市南区 店舗 建物及びリース契約物件他

当社は、原則として、各事業毎の支店及び店舗等を基本単位としてグルーピ
ングを行っておりますが、賃貸用不動産及び遊休資産については物件単位によ
ってグルーピングを行っております。当事業年度において、収益性が著しく低
下した資産グループについて、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失（165,976千円）として特別損失に計上いたしました。
その内訳は、建物91,662千円、土地37,190千円、リース資産12,576千円、機
械及び装置10,235千円及びその他14,312千円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額(不動産については不動産鑑定
評価基準に基づく鑑定評価額等から処分費用見込額を控除した額、不動産以外
のものについては取引事例等より算定した価額)と使用価値のいずれか高い金
額を採用しております。

10.　資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち、貸借対照表に計上しているもの
⑴　当該資産除去債務の概要

店舗等における賃貸借契約終了後の原状回復に伴う費用であります。

⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から主に20～34年と見積もり、割引率は0.1～2.3％を使

用して資産除去債務の金額を計算しております。
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⑶　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 525,343千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 12,796千円
時の経過による調整額 10,519千円
期末残高 548,660千円

11.　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年５月12日

株式会社オーシャンシステム
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 塚 田 一 誠 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 黒 英 史 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社オーシャンシ
ステムの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計
算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、株式会社オーシャンシステム及び連結子会社
からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月12日

株式会社オーシャンシステム
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 塚 田 一 誠 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 黒 英 史 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オーシ
ャンシステムの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第39期事業年度
の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人
は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第39期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審
議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で
監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。子会社については、子会社の取締役及び使用人等からも必要に
応じてその構築及び運用の状況について報告を受け、説明を求めまし
た。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2.　監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

平成29年５月12日
株式会社オーシャンシステム　監査役会

常勤監査役 桜 井 英 紀 ㊞

社外監査役 捧 　 俊 雄 ㊞

社外監査役 逸 見 和 宏 ㊞

以　上
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株主総会参考書類
第１号議案　取締役９名選任の件
　取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし
ては、経営体制の強化を図るため１名増員することとし、取締役９名の選任をお願
いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社株式の数

１
ひ
樋

ぐち
口

 
　

つとむ
勤

(昭和25年６月25日生)

昭和44年４月 ひぐち食品入社

1,263,000株

昭和52年11月 ㈱ひぐち食品設立と共に取
締役就任

昭和53年11月 当社設立と共に専務取締役
就任

平成10年４月 当社代表取締役副社長
平成21年６月 当社代表取締役社長
平成27年６月 当社代表取締役会長（現

任）
（重要な兼職の状況）

㈱サンキューオールジャパン　代表取締役社長

２
ひ
樋

ぐち
口

まさ
勝

と
人

(昭和50年４月22日生)

平成９年５月 日本料理　しまや入社

40,000株

平成11年５月 当社入社
平成14年１月 当社ランチサービス事業部

ぐるめし本舗新潟店店長
平成20年10月 当社ランチサービス事業部

新潟店店長
平成22年６月 当社取締役社長室長
平成23年４月 当社取締役
平成24年４月 当社取締役営業本部副本部

長
平成25年４月 当社代表取締役副社長
平成27年６月 当社代表取締役社長（現

任）
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社株式の数

３
なか
中

じま
嶋

しょう
庄

じ
司

(昭和32年３月25日生)

昭和56年９月 ㈱島田入社

43,600株

昭和57年９月 ㈱ひぐち食品入社
平成10年２月 営業譲渡により㈱ランチサ

ービス（現在のランチサー
ビス事業部）へ移籍

平成10年４月 合併により当社へ移籍
当社取締役ランチサービス
事業部長

平成22年６月 当社常務取締役営業本部長
兼ランチサービス事業部長

平成
平成

23
26

年
年

４
４

月
月

当社常務取締役営業本部長
当社常務取締役

平成27年６月 当社専務取締役宅配事業部
長

平成27年７月 当社専務取締役宅配事業部
長デリカフーズ事業部長

平成28年４月 当社専務取締役兼執行役員
宅配事業部長（現任）

（重要な兼職の状況）
㈱フーディー　取締役

４
ふる
古

かわ
川

はら
原　

ひで
英　

ひこ
彦

(昭和28年１月23日生)

昭和51年４月 ㈱第四銀行入行

5,500株

平成17年３月 同行巻支店長
平成19年２月 当社出向

当社管理本部副本部長
平成19年６月 当社取締役管理本部副本部

長
平成20年６月 当社移籍

当社取締役管理本部長
平成
平成

22
26

年
年

６
４

月
月

当社常務取締役管理本部長
当社常務取締役社長室長
（現任）
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社株式の数

５
みや
宮

じま
嶋

だい
大

ぞう
造

(昭和30年８月２日生)

昭和53年４月 ㈱やませ入社

15,400株

平成８年９月 ㈱セイフー移籍
平成11年11月 当社入社
平成21年８月 当社小売事業部長
平成22年６月 当社取締役小売事業部長兼

チャレンジャー担当部長
平成25年４月 当社取締役執行役員チャレ

ンジャー事業部長
平成27年６月 当社常務取締役チャレンジ

ャー事業部長
平成28年４月 当社常務取締役兼執行役員

フードサービス事業部長
(現任)

６
お
小

の
野

じゅん
純

ぺい
平

(昭和36年１月27日生)

平成12年11月 三共観光㈱入社

900株

平成14年４月 当社入社
平成20年４月 当社小売事業部次長
平成22年６月 当社取締役小売事業部業務

スーパー担当部長
平成25年４月 当社取締役執行役員業務ス

ーパー事業部長（現任）

７
すぎ
杉

た
田

ひと
仁

し
史

(昭和36年10月２日生)

平成12年７月 ㈱サンキューオールジャパ
ン入社

2,600株

平成21年６月 当社取締役
平成

平成

平成

25

26

26

年

年

年

４

４

４

月

月

月

当社取締役執行役員営業本
部部門担当部長
当社取締役執行役員ＦＣ開
発部門担当部長
当社取締役執行役員ＦＣ開
発事業部長

平成28年４月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）

㈱サンキューオールジャパン　取締役
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社株式の数

８
さい
齋

とう
藤

よし
吉

ひろ
弘

(昭和42年７月22日生)

平成
平成
平成
平成
平成

３
14
16
18
26

年
年
年
年
年

４
９
９
11
６

月
月
月
月
月

㈱日立製作所入社
三条市労務管理協会入所
社会保険労務士登録
特定社会保険労務士登録
当社取締役（現任） －株

(重要な兼職の状況)
あおば社労士事務所　所長
㈱あおば中央人事労務　代表取締役
㈱キッチンプランニング　監査役
医療社団法人成美会　監事

９
※
ひ
樋

ぐち
口

よう
洋

へい
平

(昭和17年９月13日生)

昭和
昭和

昭和

平成
平成
平成
平成

38
52

53

10
21
27
27

年
年

年

年
年
年
年

６
11

11

４
６
６
８

月
月

月

月
月
月
月

ひぐち食品創業
㈱ひぐち食品設立と共に代
表取締役社長就任
当社設立と共に代表取締役
社長就任
当社代表取締役会長
当社取締役相談役
当社取締役退任
当社相談役（現任）

797,000株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。
　　　２．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
　　　３．候補者の齋藤吉弘氏は社外取締役候補者であります。
　　　４．社外取締役候補者に関する特記事項
　　　　 (1)社外取締役候補者とした理由について

齋藤吉弘氏を社外取締役候補者とした理由は、社会保険労務士として専
門的な知識・経験等を有しており、社外取締役として適切な助言をいた
だけるものと判断したためであります。

　　　　 (2)社外取締役の就任してからの年数
　　　　　　齋藤吉弘氏の当社での社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時
　　　　　　をもって３年となります。
　　　　 (3)社外取締役との責任限定契約について
　　　　　　齋藤吉弘氏と当社との間で、会社法第427条第１項の規定により、損害
　　　　　　賠償責任を法令に定める最低責任限度額に限定する契約を締結しており、
　　　　　　同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。
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　　　５．当社は齋藤吉弘氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届けて
　　　　　おります。同氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とす
　　　　　る予定であります。

第２号議案　監査役１名選任の件
　監査役桜井英紀氏は、本総会の終結の時をもって辞任されますので、監査役１名の
選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当
社株式の数

※
や ま

山
だ

田
ひ で

秀
き

樹
(昭和39年１月１日生)

昭和63年４月 ㈱北越銀行入行

－株

平成15年３月 プルデンシャル生命㈱入社
平成19年12月 社会医療法人嵐陽会　三之町病

院入職
平成28年５月 当社入社

当社管理部付部長
平成28年８月 当社内部監査室長（現任）

　（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。
２．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

第３号議案　退任取締役及び退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件
　本総会終結の時をもって、退任されます監査役桜井英紀氏及び平成28年１月31日を
もって取締役を退任されました堀幸二氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社の
定める一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。
　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は退任監査役については監査役の協
議に、退任取締役については取締役会にご一任願いたいと存じます。
　退任監査役及び退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏　　名 略　　歴
さくら

桜
い

井
え い

英
き

紀
平成20年６月
平成25年６月

当社取締役内部監査室長
当社常勤監査役（現任）

ほ り

堀
 

　
こ う

幸
じ

二

平成22年６月
平成25年４月

平成28年１月

当社取締役フードサービス事業部長
当社取締役執行役員フードサービス事業
部長
当社取締役執行役員フードサービス事業
部長　辞任
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　また、本総会終結の時をもって、当社代表取締役を退任されます樋口勤氏に対し、
その代表取締役在任中の功労に報いるため、当社の定める一定の基準に従い相当額の
範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。
　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと存じま
す。
　退任代表取締役の略歴は、次のとおりであります。
　なお、樋口勤氏は、本総会での選任を条件として、引き続き代表権のない取締役に
就任する予定です。

氏　　名 略　　歴

ひ

樋
ぐ ち

口
 

　
つとむ

勤

昭和44年４月
昭和52年11月
昭和53年11月
平成10年４月
平成21年６月
平成27年６月

ひぐち食品入社
㈱ひぐち食品設立と共に取締役就任
当社設立と共に専務取締役就任
当社代表取締役副社長
当社代表取締役社長
当社代表取締役会長（現任）

以上
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